
平成23年度
海の森づくり第8回シンポジウム

東京湾の環境と魚たち、今・昔
日時：平成23年9月3＆4日

場所：東京海洋大学楽水会館

主催：海の森づくり推進協会

共催：壱岐東部漁業協同組合、観音崎自然博物館、NACS=J自然観察指導員東京亜連絡会、ああああああ
環境ネットワーク・文京、ウーマンズフォーラム魚、国際海洋赤額亜技術協会、西岬亜漁業協同組合

後援：東京海洋大学、環境省関東地方環境事務所、東京湾の環境をよくするために行動する会、
東京水産振興会、日本釣振興会、海洋政策研究財団、日本自然保護協会、マリノォーラム21、
海洋産業研究会、ディレクトフォース、海の幸に感謝する会、全日本漁港建設k協会、日本海藻協会、
21世紀の水産を考える会、NPO事業サポートセンター、水産ジャーナリストの会、水産経済新聞社、
読売新聞社、毎日新聞社、東京新聞



第1部 東京湾の環境修復



第1部の要約１:基調講演
１．中田薫氏：

1960年代に10万トン以上獲れていた漁獲量が今は２万トンに減った東京湾、特
に内湾、の変貌について述べ、その改善策は、2007年に制定され、生態系サー
ビスを重視する海洋基本法の基づく、セクタ横断的な情報の共有や具体的な協
働が重要。

２．小泉武夫氏：
日本水産資源保護協会発行の平成17年度豊かな東京湾再生検討委員会食文
化分科会報告書「江戸（東京）湾が育んだ食文化」を紹介。江戸の人たちが活魚
を文化的にエンジョイしていたことと山本周五郎の『青べか物語』を紹介し、江戸
前の魚介類を旬ごとに食べる文化を取り戻そうと訴えた。

３．オオニシ恭子氏：
海藻食のなかった欧州での海藻食推進の現状を披露し、狂牛病やダイオキシン
や鳥インフルエンザ等で肉食に対する不安から、ベジイタリアンが増えている。
その中で海藻が注目されている。ドイツの憲法には国民一人一人が自然を守る
義務がある。日本にはそればないのが残念。



第1部の要約２：パネル討議
１．中山敏則氏：

三番瀬市民調査の会の活動を通して、猫実川河口干潟の重要性を強調。青潮
除去、治水・利水・塩害を一体として扱えない縦割行政の改善、市民調査への参
画、東京湾保全法制定の重要性を強調。

２．磯部雅彦氏：
東京灯標の観測での観測でデータを基に、夏場の富栄養状況と「のり」の色落ち
に影響している冬場の燐欠乏の実態を紹介。河川からの流入量の削減によって、
水質（COD、T-N,T－P)は若干改善傾向があるが、底層で貧酸素化や栄養塩の
再溶出問題あり。水質改善と並行して、藻場・干潟といった生息場再生が重要。

６．斎藤文紀氏：
1970年から1990年にかけた東京湾の底質調査を発表した。その底質の特徴は
「泥」であり、その堆積の量と質（粗さ）を見れば、陸域及び海域からの影響がわ
かる。東京湾全体は１つのシステムであり、これが、陸域の人間活動によってず
たずたにされている。持続的な管理は、自然の機能を活かした対策以外にない。



第1部の要約3：パネル討議つづき

４．柿野 純氏：
漁業権放棄と埋め立てに関連して、1963と1971年に貝類
漁獲量の大幅減少があった。東京湾の名物であった「ハマ
グリ」もいなくなった。環境改善による健全な生態系の復活、
２ｍ以の夏季透明度(現在は１ｍ）、流入河川の回復、適度
な富栄養化が重要。

５．小泉正行氏：
昭和40年代に絶滅したアユが回復中。底層の貧酸素問題
と
硫化水素問題の解決は、貝類の生息にとって欠かせず、干
潟は絶対に重要。一人一人が環境意識を持つ必要があり、
国家が環境再生の音頭を取る必要がある。



第1部の要約4：まとめ

１．大嶋和雄氏：パネル討議
東京湾の環境修復ネットワークの構築に期待する。

２．野村英明氏：総合討論
① 食文化・漁業を盛んにする水循環・東京湾の保

全の重要性が確認された。

② 研究者はもっと説明する努力を
③ ネットワーク化は納税者の仕事







序：「海の森づくり」とは何か？

１）「NPO海の森づくり推進協会」が提唱している「海の森づくり」：
生態系の保全と水産増殖に繋がる養殖技術を駆使した海中林造成と海
洋施肥による磯焼け対策と勉強会による漁村の活性化である。

２）特徴：
① 管理主体は漁民や漁協で、一定のサイクルを持った仕事である。
② 環境浄化に繋がる。
③ 政府主導の天然の藻場造成の役割を補完する。
④ 持続可能な「海の森づくり」を展開するには、漁協機能の見直しや漁

業管理の充実と共に、第6次産業化と漁村の多面的機能強化が必須。
⑤ 漁村の活性化は、国民の「親海性」を回復し、日本の「海の時代」対

応を強化する。





マコンブ種糸（12月，17℃） マコンブ収穫（6月，23℃）









持続的な「海の森づくり」への挑戦１

１．日本の特徴である「海」を活かす

「海洋開発産業」
に対する期待は大きいが、一部を除けば、
採算面・環境面・作業面・技術面・制度面で
まだ、多くの問題を抱えて居り、膨大な設備投資を
必要とし、国民的支援なくして実現は難しい。

したがって、最優先課題は、漁村の多面的機能の
復活による国民の「親海性」の復活である。



持続的な「海の森づくり」への挑戦2

２．日本の特徴である海・資産・資源を活かす。

３．藻場・干潟が貧弱では、沿岸漁業のみならず、沖
合漁業に従事する漁船漁業には期待できない。

４．東日本大震災後の沿岸漁業復興：現存の水産業
協同組合を発足当時の原点に戻し、誤用された仕
組みを清算し、本来の水産業協同組合法の特徴を
活かす。



図１．日中の沿岸漁獲量の推移：
1975-2009 （出典：FAO水産統計と水産白書）
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